
 四半期ごとの全証券会社の調査結果は従前通り公表を継続する。 
 速報性の観点から毎月公表してきた主要証券会社の調査結果については、以下の理由から公表を停止する。 

• 一般NISA及びジュニアNISAは制度が定着しつつあり、つみたてNISAは中長期的な取組みであること 
• つみたてNISA導入に伴い集計業務量が増加が予想され、迅速な公表が難しいこと 
• そもそも特定の会社の値について集計・公表するというこれまでの対応が例外的なものであったこと 

対応 時期 
例（Ｈ29年3月末 
基準日の場合） 

全証券会社 
（四半期毎） 

記者会見 
3か月後 
第3水曜 

6月21日（水） 
日証協HP掲載 

主要証券会社 
（毎月） 

記者会見 
翌月 

第３水曜 
4月19日（水） 

日証協HP掲載 

従前（～平成29年12月末値） 
＜一般NISA、ジュニアNISA＞ 

今後（平成30年1月末値～） 
＜一般NISA、ジュニアNISA、つみたてNISA＞ 

平成30年以後のNISA主要証券会社調査の見直しについて 

対応 時期 
例（30年3月末 
基準日の場合） 

全証券会社 
（四半期毎） 

記者会見 
3か月後 
第3水曜 

6月20日（水）予定 
日証協HP掲載 

主要証券会社 
（毎月） 

記者会見 
― ― 

日証協HP掲載 

平成30年1月17日 
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